
事例内容・タイトル

出典

地方公共団体金融機構

団体名

事例区分 行政改革 タグ

事例種類

・（行政改革）業務の効率化
・事務の共同実施
・ICT

鳥取県内市町村

情報システムの共同調達・共同運用

団体の枠を超えたシステムの共同化

地方公共団体における行政改革の取組（令和2年3月27日公表）

団体の属性 複数団体

事例№ 995

公表年度 R1



鳥取県自治体ICT共同化推進協議会の設立

○ 設立日 平成27年5月12日
○ 設立目的

人口減少社会に対応する行政体制の維持､行政事務の効率化を目
指し､業務や情報システムの標準化､共同化による経費削減のほか､情
報システム運用上の安全性の確保､人材育成等に資する。

○ 参加団体 県＋全市町村（計20団体）
○ 事業（取組）の柱

・共同で取り組む情報システムの整備及び運用管理等に関すること
・情報セキュリティに係る脅威に対する適切な対策に関すること
・行政職員におけるICT分野の人材育成に関すること

平成27年5月12日 第１回協議会設立総会(各団体の首長出席)

取 組
○ 自治体間の情報連携を推進するため、県内全自治体をつな

ぐ専用グループウェアを導入
○ インターネット環境から切り離された行政専用の安全な環

境（LGWAN-ASP）を構築

＜とっとり行政イントラ＞

成 果
○ 共同調達により約6百万円(単独調達比△26%)の経費節減。
○ 災害対応分野など、計320の電子会議室(R1.10現在)が立

ち上げられ、利用範囲は現在も拡大中。
※H28.4 県と全市町村間で地方自治法に基づく連携協約を締結
※H29.4 県と全市町村間で地方自治法に基づく事務の委託に関する

規約を締結（⇒発注事務を県が代行）

★情報システムの共同調達・共同運用②〈鳥取県・県内市町村〉
○ 人口減少社会に対応する行政体制の維持、業務の効率化を目指し、業務や情報システムの標準化や共同化
による経費削減を目的として、県及び県内全市町村により「鳥取県自治体ICT共同化推進協議会」を設立。

⇒ 協議会の目的達成に必要な事業を効率的に進めるため、事業ごとに部会を設置し、共同調達や課題を検討。

取 組
○ 県及び県内13市町村で共同調達を実施
○ 市町村においては、共通申請様式（51様式）を決定しカス

タマイズ経費を抑制

＜とっとり電子申請サービス＞

成 果
○ セキュリティも万全なシステム（LGWAN-ASP）を導入。
○ 共同調達により約２億円（単独調達比△78％）の経費節減。
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〈団体の枠を超えたシステムの共同化〉


